
・男・女性とも平均寿命
ワースト１
・3大死因の標準化死亡
比、男女とも高い。
・がん75歳未満年齢調整
死亡率男女とも最下位グ

・臨床研修医、後期研修医の増
・医療機関の役割分担と連携強化
・産科医療体制の確保

↓

・⑳人口10万対医師数
ワースト5位。
・自治体病院の医師不足
が深刻。
・分娩可能産科施設の減
少、産科医の高齢化。

・全国8位の広い県土に人
口が拡散し、津軽下北の
両半島を有するため、高
次医療機関へのアクセス
が困難
・東日本大震災では停電

現状 実施後

青森県地域医療再生計画（三次医療圏）

医師不足

医師不足解消に向けて

厳しい自然・地理条件下での医療提供短い平均寿命

将来的な医師不足解消へ
の礎、医師不足に対応し
た効率的な医療連携体制死亡率男女とも最下位グ

ループ
・がん登録精度向上課題
・脳卒中は速やかな受診
必要。

東日本大震災では停電
等の二次災害により医療
機能が大幅に低下。
・原子力施設への不安増
大

・がん登録推進、医療従事者育成、
がん患者団体活動支援、拠点病院
機能強化・医療連携
・脳卒中に係る県民意識向上、
医療機能強化

↓

・三次救急医療機能の強化、
救急医療に係る県民意識向上
・災害拠点病院等機能強化、被ばく
医療等に関する県民意識向上

↓

厳しい自然・地理条件下での
医療提供に向けて

短命県返上に向けて

た効率的な医療連携体制
の構築

効果的な救急医療体制の
整備、大災害時（原子力
災害を含む）に対応でき
る災害医療体制の構築

がん、脳卒中にかかる早
期発見から適切な治療等
に至る医療体制の構築



１ 課題を解決する方策
（１） 課題 ： 医師不足

目標 ： 医師不足の解消に向けて
①医療従事者の確保・資質向上（臨床研修医、後期研修医の確保・スキルアップ）
②医療機関の役割分担と連携強化（院長会議開催、圏域単位での研修、ＩＴ基盤整備）
③産科医療体制の確保（県南地域での施設整備、遠隔地の患者受入環境整備）

対策 ： ①－１ 臨床研修体制充実強化事業（３１百万円）
臨床研修病院が行う初期・後期臨床研修プログラムの充実に係る補助

①－２ 研修医宿舎等整備事業（２１６百万円）
臨床研修病院が行う研修医宿舎等による研修環境整備に係る補助

②－１ 政策医療連携院長会議開催（０.１百万円）
政策医療を担う病院の院長による意見交換等に係る会議開催

②－２ 地域医療力向上・支援事業（１１百万円）
圏域ごとに行う医療従事者に対する初期救急医療研修等の開催に係る補助

②－３ メディカルクラーク育成支援事業（５百万円）
政策医療を担う病院が行う医師負担軽減のためのメディカルクラーク育成に係る補助

青森県における課題を解決する方策

政策医療を担う病院が行う医師負担軽減のためのメディカルクラーク育成に係る補助
②－４ 地域医療情報共有システム構築（２００百万円）

県内医療機関の連携強化と情報共有のためのＩＴ基盤整備
③－１ 八戸市立市民病院周産期センターの拡充（６００百万円）

八戸市立市民病院が行う県南地域における産科医不足への対応強化のため産科病床整備に係る補助
③－２ 県総合周産期母子医療センター待機宿泊施設整備・試行的運用（３９百万円）

民間事業者が行う県総合周産期母子医療センター等への遠隔地からの妊婦等待機宿泊施設整備・試行的運用に係る
補助

（２）課題 ： 短い平均寿命
目標 ： 短命県返上に向けて

①がん対策の強化（がん登録の推進、医療従事者育成、患者団体等支援、拠点病院の機能強化と医療連携）
②脳卒中対策の強化（脳卒中に関する正しい知識の普及、医療機関の機能強化）

対策 ： ①－１ がん登録促進事業（４５百万円）
がん登録の入力に係る実務者養成のための研修実施
県内医療機関を対象としたがん罹患状況の実態把握調査の実施
寄附講座「地域がん疫学講座」の設置

①－２ がん医療従事者育成促進事業（６百万円）
がん診療を担う病院が行うがん診療に携わる人材育成に係る研修会への参加や出前研修会実施に係る助成

①－３ がん患者団体等活動支援事業（２百万円）
がん患者・家族等の自主的な活動が可能となるような組織づくりを支援



①－４ 都道府県がん診療連携拠点病院機能強化事業（２５９百万円）
都道府県がん拠点診療病院が行う診療機能強化・地域医療支援のためのＭＲＩの整備に係る補助

②－１ 脳卒中対策キャンペーン（３０百万円）
脳卒中防止対策に係る標語募集、ＣＭ放映等

②－２ 脳卒中対策フォーラム等の開催（２百万円）
県民と保健医療関係者の脳卒中に関する意識向上のためのフォーラム等の開催

②－３ 脳卒中医療機能強化設備整備事業（９３百万円）
脳卒中医療に携わる医療機関が行う脳卒中医療機能強化に係る設備整備に係る補助

（３）課題 ： 厳しい自然・地理的条件下での医療提供
目標 ： 厳しい自然・地理的条件下での医療提供に向けて

①救急医療体制の整備（高度救命救急センターの三次救急医療機能の強化、救急医療に関する正しい知識の普及）
②災害医療体制の整備（災害拠点病院等の機能強化、停電時の人工透析・産科医療機関の機能維持、緊急被ばく医療体制・
放射線の健康影響に係る基本的な知識の普及）

対策 ： ①－１ 弘前大学医学部附属病院ＩＣＵ増床（４４２百万円）
高度救命救急センターを有する弘前大学医学部附属病院が行うＩＣＵ増床に係る補助

①－２ 救急医療対策キャンペーン（３０百万円）
救急医療に係る標語募集、ＣＭ放映等

①－３ 救急医療を地域で考える会議（２百万円）① ３ 救急医療を地域で考える会議（２百万円）
県民と保健医療関係者などがともに地域の救急医療体制を考える会議の実施

①－４ 救急医療を地域で考えるフォーラム等の開催（２百万円）
県民と保健医療関係者の救急医療に関する意識向上のためのフォーラム等の開催

②－１ 災害拠点病院等施設・設備整備事業（２９６百万円）
災害拠点病院等が行う災害医療機能の強化に係る施設・設備整備に係る補助

②－２ 災害拠点病院等体制整備事業（９百万円）
災害拠点病院等が行う災害医療機能の強化に係る体制整備（職員研修、訓練、会議等）に係る補助

②－３ 人工透析・産科医療機関機能確保事業（３１百万円）
人工透析・産科医療機関が行う、停電時の機能確保のための非常用電源整備に係る補助

②－４ 被ばく医療普及啓発事業（２０百万円）
被ばく医療等に係る研究調査、一般住民向け講演会や小中高生を対象とした実験セミナー、放射線のわかりやすい
ポケットブックの作成配布の実施

２ 地域医療再生計画終了後の姿
・将来的な医師不足解消への礎、医師不足に対応した効率的な医療連携体制の構築
・がん、脳卒中にかかる早期発見から適切な治療等に至る医療体制の構築
・効果的な救急医療体制の構築
・大規模災害時（原子力災害を含む）に対応できる災害医療体制の構築


